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（
財
政
金
融
委
員
会
）

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
案
（
閣
法
第
六
号
）
（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

本
法
律
案
は
、
日
本
経
済
の
成
長
力
の
底
上
げ
の
た
め
、
就
業
調
整
を
意
識
し
な
く
て
済
む
仕
組
み
の
構
築
、
経
済
の
好
循

環
の
促
進
、
酒
類
間
の
税
負
担
の
公
平
性
の
回
復
、
国
際
的
な
租
税
回
避
へ
の
効
果
的
な
対
応
な
ど
の
観
点
か
ら
、
国
税
に
関

し
、
所
要
の
改
正
を
一
体
と
し
て
行
う
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
就
業
調
整
を
意
識
し
な
く
て
済
む
仕
組
み
の
構
築

配
偶
者
控
除
及
び
配
偶
者
特
別
控
除
に
つ
い
て
、
所
得
控
除
額
三
十
八
万
円
の
対
象
と
な
る
配
偶
者
の
給
与
収
入
の
上
限

を
百
三
万
円
か
ら
百
五
十
万
円
に
引
き
上
げ
る
と
と
も
に
、
納
税
者
本
人
に
収
入
制
限
を
設
け
、
給
与
収
入
千
百
二
十
万
円

超
か
ら
控
除
額
が
逓
減
し
、
千
二
百
二
十
万
円
超
で
消
失
す
る
仕
組
み
と
す
る
等
の
見
直
し
を
行
う
。

二
、
経
済
の
好
循
環
の
促
進

１

研
究
開
発
税
制
に
つ
い
て
、
研
究
開
発
投
資
の
増
加
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
強
化
す
る
た
め
、
総
額
型
を
試
験
研
究
費
の

増
減
に
応
じ
た
税
額
控
除
率
と
す
る
と
と
も
に
、
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
の
創
出
を
後
押
し
す
る
観
点
か
ら
、
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ

等
を
活
用
し
た
「
第
四
次
産
業
革
命
型
」
の
サ
ー
ビ
ス
開
発
を
対
象
に
追
加
す
る
等
の
見
直
し
を
行
う
。
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２

所
得
拡
大
促
進
税
制
に
つ
い
て
、
大
企
業
向
け
の
支
援
は
、
前
年
度
比
二
％
以
上
の
賃
上
げ
を
行
う
企
業
に
重
点
化
し

た
上
で
、
給
与
支
給
総
額
の
前
年
度
か
ら
の
増
加
額
に
対
す
る
控
除
税
額
を
拡
充
す
る
（
現
行
制
度
と
合
わ
せ
て
十
二

％
）
と
と
も
に
、
中
小
企
業
向
け
の
支
援
は
、
現
行
制
度
を
維
持
し
つ
つ
、
前
年
度
比
二
％
以
上
の
賃
上
げ
を
行
う
場
合

に
、
給
与
支
給
総
額
の
前
年
度
か
ら
の
増
加
額
に
対
す
る
控
除
税
額
を
大
幅
に
拡
充
す
る
（
現
行
制
度
と
合
わ
せ
て
二
十

二
％
）
。

３

中
小
企
業
向
け
設
備
投
資
促
進
税
制
に
つ
い
て
、
中
小
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
が
行
う
設
備
投
資
の
う
ち
、
生
産
性
向
上
に

資
す
る
も
の
を
即
時
償
却
又
は
十
％
の
税
額
控
除
（
資
本
金
三
千
万
円
超
の
場
合
七
％
）
の
対
象
に
追
加
す
る
。

三
、
酒
類
間
の
税
負
担
の
公
平
性
の
回
復

１

類
似
す
る
酒
類
間
の
税
率
格
差
が
商
品
開
発
や
販
売
数
量
に
影
響
を
与
え
て
い
る
状
況
を
改
め
、
酒
類
間
の
税
負
担
の

公
平
性
を
回
復
す
る
等
の
観
点
か
ら
、
ビ
ー
ル
系
飲
料
や
醸
造
酒
類
の
税
率
格
差
を
解
消
す
る
と
と
も
に
、
ビ
ー
ル
の
定

義
を
拡
大
す
る
等
の
見
直
し
を
行
う
。

２

酒
税
の
税
率
の
段
階
的
な
見
直
し
は
、
そ
の
都
度
、
経
済
状
況
を
踏
ま
え
、
酒
税
の
負
担
の
変
動
が
家
計
に
与
え
る
影

響
等
を
勘
案
し
た
上
で
実
施
す
る
。
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四
、
国
際
的
な
租
税
回
避
へ
の
効
果
的
な
対
応

外
国
子
会
社
合
算
税
制
に
つ
い
て
、
合
算
の
判
断
基
準
と
な
る
租
税
回
避
リ
ス
ク
を
、
外
国
子
会
社
の
外
形
（
税
負
担

率
）
で
は
な
く
、
個
々
の
活
動
内
容
（
所
得
の
種
類
等
）
に
よ
り
把
握
す
る
仕
組
み
と
す
る
等
の
見
直
し
を
行
う
。

五
、
そ
の
他

１

近
年
災
害
が
頻
発
し
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
災
害
減
免
法
等
の
規
定
に
加
え
、
こ
れ
ま
で
災
害
ご
と
に
特
別
立
法
で

手
当
て
し
て
き
た
対
応
を
常
設
化
し
、
災
害
対
応
の
税
制
基
盤
を
整
備
す
る
。

２

適
用
期
限
の
到
来
す
る
租
税
特
別
措
置
の
延
長
、
既
存
の
租
税
特
別
措
置
の
整
理
合
理
化
等
、
所
要
の
措
置
を
講
ず

る
。

六
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
き
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

な
お
、
本
法
律
施
行
に
伴
う
平
成
二
十
九
年
度
の
租
税
増
収
見
込
額
は
、
約
四
十
億
円
で
あ
る
。


